
検察審査会行政文書の管理の実施等について 

            平成２８年１２月２２日付け全検察審査会申合せ 

 

検察審査会行政文書の管理に関する事務の実施に必要な事項について，下記のと

おり申し合わせる。 

なお，以下平成２８年１２月２２日付け全検察審査会申合せ「検察審査会行政文

書の管理について」を「基本申合せ」という。 

記 

第１ 用語の定義 

用語の定義は，基本申合せのとおりとする。 

第２ 実施細目 

文書管理者は，基本申合せ及び本申合せの実施に必要な事項につき，実施細目

を定めるものとする。 

第３  検察審査会行政文書の接受 

１  受理事務 

 検察審査会行政文書の受理事務は，検察審査会事務局の庶務係（庶務係の

置かれていない検察審査会事務局にあっては当該検察審査会事務局（以下単

に「庶務係」という。））において取り扱う。 

 封書は，「秘」又は「親展」の表示のあるものを除き，庶務係で開封する。 

 庶務係は，検察審査会行政文書を受け付けたときは，文書受理簿（別紙様

式第１）に所要の事項を記載し，封筒又は検察審査会行政文書の第１ページ

の余白に受理印（別紙様式第２）を押す。ただし，内容が軽微かつ簡易な検

察審査会行政文書であって，その保存期間を１年以上とする必要のないもの

（以下「短期保有文書」という。）については，文書受理簿への記載を省略

することができる。 

 文書に現金又は有価証券その他の有価物が添付してあるときは，当該検察



審査会行政文書の余白にその金額，種類，数量等を記載して取扱者の認印を

押し，文書受理簿の備考欄にもその金額，種類，数量等を記載する。 

２  配布 

 庶務係は，受理手続を終えた検察審査会行政文書を主管係（当該文書に係

る事務を所管する係をいう。以下同じ。）に速やかに配布する。この場合に

おいては，文書受理簿をもって，当該検察審査会行政文書の授受を明らかに

し，文書に現金又は有価証券その他の有価物が添付してあるときは，その授

受も明らかにしなければならない。 

 現金書留郵便物の取扱いについては，取扱者の範囲を限定し，授受及び保

管に注意しなければならない。 

 文書管理者は，現金書留郵便物の取扱いを実施細目で定める。 

第４  検察審査会行政文書の処理 

１ 検察審査会行政文書の起案 

検察審査会行政文書を起案したときは，その起案をした者は，検察審査会事

務局長の決裁を受けるほか，検察審査会事務局長の指定する文書は，検察審査

会長の決裁を受けるものとする。 

２ 供覧手続 

受理した検察審査会行政文書について供覧を受ける手続は，決裁手続に準ず

る。 

３  同時決裁 

検察審査会行政文書に関し報告，回答等を要する場合又は許可，認可等の処

分を要する場合において，事案が定型的なものであるときその他特別の考案を

要しないものであるときは，当該検察審査会行政文書の供覧は，決裁手続と併

せて行うことができる。 

第５  検察審査会行政文書の発送 

１ 検察審査会行政文書の発送は，ファクシミリ，電子メール，郵便又は使送便



により発送することができる。 

２ 発送する検察審査会行政文書（短期保有文書を除く。）には，日付及び文書

番号を記載し，必要に応じて発信者の職印を押す。ただし，書簡及び事務連絡

文書については，文書番号の記載を要しない。 

なお，発送する短期保有文書には，日付を記載し，必要に応じて発信者の職

印を押す。 

３ 検察審査会に対して発送する文書（短期保有文書を除く。）には，分類記号

を記載する。 

４ 文書番号は，次のとおりとする。 

 文書番号は，発送記号及び発送番号によって構成する。 

 発送記号には，庁名を表す文字を用いる。 

 発送番号は，文書発送簿（別紙様式第３）の進行番号とし，暦年ごとに更

新する。 

５ 分類記号は，基本申合せ別表記載の大分類名及び中分類番号をもって表す。 

６ 郵送し，又は使送する検察審査会行政文書は，別段の定めのない限り，庶務

係がこれを取りまとめた上，郵送又は使送の手続を行う。 

７ 検察審査会行政文書（短期保有文書を除く。）を発送するときは，文書発送

簿に所要の事項を記載する。 

８ 使送するときは，送付簿（別紙様式第４）をもって検察審査会行政文書の授

受を明らかにしなければならない。 

第６  検察審査会行政文書の整理 

検察審査会行政文書（短期保有文書を除く。）は，ファイル単位で管理する。 

第７ 検察審査会行政文書の保存 

１ 検察審査会行政文書（短期保有文書を除く。）は，ファイルごとに物理的な

簿冊（以下「事務記録」という。）にまとめる方法により保存する。ただし，

年度ごとに分界紙で仕切る等，ファイル単位による文書管理に支障が生じない



措置を講じたときは，複数の事務記録を合冊することができる。 

２ 事務記録には，表紙（別紙様式第５）を付し，その表面に年度，分類記号及

びファイルの名称（複数のファイルを合冊したときは合冊した全てのファイル

の名称）を記載する。 

３ 帳簿以外の事務記録には，目録紙（別紙様式第６）を付し，文書をつづり込

むごとに，所要の事項を記載する。 

４ 帳簿である事務記録は，当該年度の使用が終わったときは，使用した部分の

末尾に取扱者が「終結」と記載し，押印して閉鎖する。 

第８ ファイル管理簿 

１ ファイル管理簿の様式は，別紙様式第７のとおりとする。 

２ 文書管理者は，その管理するファイルについて，基本申合せ記第６の２の定

めによる保存期間及び保存期間の満了する日の延長等により，基本申合せ記第

５の１に掲げる事項に変更が生じたときは，当該変更についてファイル管理簿

の記載事項を更新しなければならない。 

第９ 統合及び分割 

文書管理者は，必要があると認めるときは，ファイルを統合し，又は分割する

ことができる。 

第１０  検察審査会行政文書の廃棄及び保存期間等の延長  

１  廃棄 

 によるファイルの廃棄は，文書管理者の

承認を得て，速やかに行わなければならない。 

 文書管理者は，ファイルを廃棄したときは，廃棄簿に所要の事項を記載し

なければならない。 

 基本申合せ記第６の１の の廃棄簿の様式は，別紙様式第８のとおりとす

る。 

 短期保有文書については，事務処理上必要な期間が満了したときに廃棄す



るものとする。 

 検察審査会行政文書を廃棄する場合は，データの抹消，細断，溶解等再利

用できないよう適切な方法により処分しなければならない。 

２  保存期間等の延長 

文書管理者は，基本申合せ記第６の２の定めによりファイルの保存期間及び

保存期間の満了する日を延長したときは，延長後の保存期間及び保存期間の満

了する日をファイル管理簿に記載するとともに，当該ファイルに係る事務記録

の表紙に延長後の保存期間の満了する日を記載する。 

第１１ 秘扱文書の取扱い 

１  取扱基準 

 職員の個人情報が記載された検察審査会行政文書その他の取扱者の範囲を

限定する必要がある検察審査会行政文書（以下「秘扱文書」という。）は，

授受及び保管に特に注意する等慎重に取り扱わなければならない。 

  文書管理者は，秘扱文書及びその取扱者の範囲を実施細目で定める。 

２ 秘扱文書の文書番号 

 秘扱文書の文書番号は，発送記号の末尾に「秘」と記載するほか，発送番号

を秘扱文書発送簿（様式は，別紙様式第３に同じ）の進行番号とする。 

３  開封 

  「秘」の表示のある封書は，文書管理者又は文書管理者の指定した者が開

封する。 

 「親展」の表示の封書の開封は，名宛人又は名宛人の指定した者が行う。 

  取扱者以外の者が開封した封書内の検察審査会行政文書が秘扱文

書であったときは，受理手続をとることなく，直ちに当該秘扱文書を当該取

扱者に配布する。 

４  受理の手続 

秘扱文書の受理については，秘扱文書として秘扱文書受理簿（様式は，別紙



様式第１に同じ。）に所要の事項を記載するほか，一般の検察審査会行政文書

の例による。 

５  発送の手続 

 秘扱文書の発送手続については，次に掲げるほか一般の検察審査会行政文

書の例による。 

ア 秘扱文書発送簿に秘扱文書の所要の事項を記載する。 

イ 電子メール等により発送する場合には受領者の選択に留意し，封筒を使

用して発送するときは，封筒の表に「秘」又は「親展」の表示をする。 

 秘扱文書の発送は，郵送及び使送に関する事務を除き，文書管理者が指定

する取扱者が行う。 

６  事務記録の管理 

秘扱文書（短期保有文書である秘扱文書を除く。）は，一般の検察審査会行

政文書をとじ込んだ事務記録とは別の事務記録とし，表紙に取扱者の範囲の限

定を要する旨を表示する。 

第１２ 検察審査員及び補充員の選定の事務に関する文書の取扱いの特例 

１ 受理手続 

検察審査員及び補充員の選定の事務に関する文書については，文書受理簿

への記載に代わる措置を講じたときは，当該記載を省略することができる。 

２ 発送手続 

検察審査員及び補充員の選定の事務に関する文書については，文書発送簿

への記載に代わる措置を講じたときは，当該記載及び文書番号の記載を省略

することができる。 

３ 作成及び発送の作業 

検察審査会法（昭和２３年法律第１４７号。以下「法」という。）第１２

条の２第３項の規定による通知書及び法第１２条の４に規定する質問票の作

成及び発送の作業は，最高裁判所又は最高裁判所が委託する業者において行



わせることができる。 

４ 名簿の管理 

検察審査会法施行令（昭和２３年政令第３５４号）第１１条第１項の規定

により調製された検察審査員及び補充員名簿については，検察審査員候補者

名簿管理システムで管理する。 

５ 文書の整理 

法第１１条に規定する検察審査員候補者予定者名簿と同年度に作成された

文書のうち，基本申合せ別表の事務記録分類が「検・審（審査）ろ（事

務）」の１の選定等２，２及び３に該当する文書については，翌年度の事務

記録につづり込む。 

６ 廃棄手続 

法第１１条に規定する検察審査員候補者予定者名簿は，法第１２条の２第

１項の規定による検察審査員候補者名簿の調製の後，速やかに廃棄するもの

とする。 

付 記 

この申合せは，平成２０年１１月２７日付け最高裁刑一第001207号刑事局長通達

「検察審査会行政文書取扱要領について」の廃止の日（平成２８年１２月３１日）

の翌日から実施する。 


